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記者会見の概要 

 

 

１．日 時  ２０２６年１０月２２日（木）１５時００分～１５時３０分 

 

２．出席者  北海道建設記者会（４社） 

北海道通信社、北海道建設新聞社、日刊建設通信新聞社、日刊建設工業新聞社 

 

３．概 要  和泉社長が資料「保証事業から見た２０２６年度上半期公共事業と Action Plan 2026の

進捗状況」に基づき説明。 

 

Ⅰ 保証事業から見た２０２６年度上半期の公共事業 

  ①前払金保証実績の推移 

    ・当社の道内外を合わせた前払金保証対象請負金額は、前年同期比 5.4％増の 9,914億円で 2003年

度以降の 24年間で最も高い実績となった。 

   ・発注者別では独立行政法人等が前年同期比 46％増、市町村は４％増、道は２％増、国は２％減と

なった。 

  ②保証事故の状況 

   ・上半期に保証事故は発生していない。 

 

Ⅱ ２０２６年度第２回建設業景況調査結果 

  ①前期（第１回）と比較し、「資金繰り」を除き、多くの項目で「悪化」傾向が続いている。 

  ②「地元建設業界の景気」「資材価格」「建設労働者の確保」などは、悪化傾向が続いている。 

  ③「資材の調達」は、困難傾向が弱まっているものの、イラン情勢の影響は依然残っている。 

  ③「経営上の問題点」では、「人手不足」を挙げた企業が 76.7％を占めており、2016年９月期から第

１位となっている。 

 

Ⅲ Action Plan 2026の上半期進捗状況 

Plan１ 事業・営業推進 

  ①保証基盤のデジタル化の推進 

   ・上半期における道内工事の電子保証実績は、前払金保証 4,050件（全 8,338件、利用率 48.6％）、

契約保証 722件（全 2,123件、利用率 34.0％）となった。 

   ・2026年度上半期における前払金保証の Web保証申込件数割合は、84％に達した。 

   ・保証契約者および金融機関の事務負担を軽減するため、前払金の払出方法の変更を予定しており、

2027年 1月 12日の新方式運用開始に向けた準備・調整を進めている。 

  ②営業力・組織力の強化 

   ・本社における管理体制の強化、部の新設と支店の新設を含む組織改革について検討している。 

   ・両支店間で定期的に相互研修を実施しており、常に連携して営業活動を行っている。 
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   ・各種 IT ツール（楽楽精算、クロノス、カオナビ、Sansan 等）活用のほか、業務用スマートフォ

ンを全役職員に貸与する等、社内業務の効率化に取り組んでいる。 

  ③各種制度導入の推進 

   ・前払金の支払限度額撤廃市町村は、174市町村（97%）となっている。 

   ・中間前金払制度導入市町村は、10市町村増加し 155市町村（87%）となった。 

   ・地域建設業経営強化融資制度は、1市増加し 39市町（22％）が導入済みである。 

   ・電子保証は、4市町村増加し 15市町村が導入済みである。 

 

Plan２ 建設産業界との共創と発展 

①道内建設担い手確保助成事業 

   ・「道内建設業担い手確保助成事業」（2024～2028年度までの５ヵ年で１億円規模）の３年目として、

現時点で 41事業 2,360万円の助成を内定している。 

  ②Instagramによる情報発信 

   ・北海道建設業協会と連携して、コンテンツの収集を協働して行い、現場見学会やコンストラクシ

ョン甲子園事業等の建設業の魅力を市民に理解してもらえるイベントについて、Instagram を活

用し、幅広く情報を発信した。 

  ③事務担当者連絡会 

   ・新たに「網走部会」を設立した。これにより道内６地区（札幌・函館・旭川・網走・帯広・釧路）

に設置された。 

  ④コンストラクション甲子園 

   ・11月 21日（土）に地区予選が全道一円を対象とした 10会場で開催され、来年１月 23日（土）

に決勝大会がサッポロファクトリーで開催される。 

  ⑤建設イノベーション・コンソーシアム（CIC） 

   ・24時間テレビ及び TVerに建設業全般を PRする内容の CMを出稿した。 

 

Plan３ 新たな企業風土の創出 

①人材確保の強化 

 ・採用活動を強化すると共に、若年層の人事計画を見直すことで特定年代層のギャップ解消に取り

組んでいる。 

②職員の業務能力向上 

 ・生成 AIの試行導入に向けて検討している。 

 ・新入社員に対するメンター制度を試行的に導入した。 

③多様な働き方の推進 

 ・本社移転時のテレワーク・フリーアドレス等の職場環境の整備に向けた検討をしている。 

④厚生労働省等の各種認定の取得・認定維持 

 ・ユースエール認定の取得後、さらに働きやすい職場環境の継続に取り組むため、くるみん認定の

取得に向けて一般事業主行動計画を策定した。 

⑤様々な取り組みにチャレンジ 

 ・ビジネスカジュアルの導入及び名刺デザインの刷新に加え、新たな企業風土を創出するためのチ
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ャレンジ規程の策定を検討している。 

 

 

４．質疑等 

（問）中間前金払制度や電子保証制度の導入については、必要性やニーズとの合致をどう進めていくかが

ポイントになるかと思うが、これからどのように取り組んでいく考えか。 

（答）中間前金払制度については、ほぼ導入済みの地域と、未導入が目立つ後志のような地域があるが、

このように地域バランスが崩れているのは問題だと思うので、こういう地域には力を入れて PR を

していかなくてはいけないと考えている。特に今は金利も上がっており、当社の保証料の方が安い

ことから、活用してもらった方が良いのではないかという PRもしながら、中間前金払制度の導入を

促していきたいと思っている。 

 

（問）組織改革について、現在函館方面は業務部が管轄していると思うが、函館に支店を置く考えはある

か。 

（答）函館に支店を置くということではなく、業務部が担当している渡島檜山を含めたエリア全体の支店

を作って本社内に置いてはどうかと検討しているところ。現在は業務部長が業務部全体や他の支店

も見ながら、支店長の役割も担っていることから、そこの役割分担をもう少し明確化するため、業

務部本来の支店統括や営業戦略を練る部署と支店を本社に置いてはどうかと考えており、近年は若

手の定着により人数が増えてきたことからも対応できるのではないかと思っている。 

 

（問）Action Plan 2026について、中期経営計画の初年度として見た時に、進捗状況はどう考えるか。 

（答）2028年度までの中期経営計画で言うと、2028年の本社移転を目指しているため、移転をしなくては

実現できないこともあることから、現段階では検討的な事項は多いものの、スマートフォンや楽楽

精算等のシステム関係を導入する等、現状でできる部分については順調に進んでいる。 

    

（問）現在、銀行系の金利上昇が続いている中で、保証会社の前払金が有利に働くという点について、も

う少し詳しくお聞かせ願いたい。 

（答）営業ツールとして、請負金額 5,000万円の工事の場合、仮に金融機関から融資を受けた場合と前払

金保証料とでどれぐらいの差額があるのか、融資を受けない場合でも余剰資金を運用することでど

れぐらいのメリットがあるのかという資料を作っているので、そちらを確認いただくとわかりやす

い。 

 

以 上 



 

 

 

 

保証事業からみた2026年度上半期公共事業と 

Action Plan 2026の進捗状況 
 

 
 

 

 

 

２０２６年１０月 

 

北海道建設業信用保証株式会社 
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Ⅰ 保証事業から見た 2026 年度上半期の公共事業 
 

 

１．当社の道内外を合わせた前払金保証対象請負金額は、前年同期比5.4％増の9,914億円（2003年度以降の24年間で

最も高い実績）で推移した。道内の前払金保証対象請負金額は、前年同期比5.7％増の9,627億円、中間前払金保

証対象請負金額は、前年同期比11.6％増の322億円となった。（北海道保証のみ／資料：1、2頁） 

 

２．工事目的別では、港湾空港鉄道が前年同期比22％増、道路3％増、住宅都市1％増、農林水産1％減、治山治 

水11％減となった。（北海道保証のみ／資料：3頁左） 

 

３．地域別では、釧路等7地域が増加し、日高等7地域が減少した。（北海道保証のみ／資料：3頁右） 

 

４．2026年度上半期の道内前払金保証対象請負金額は、前年同期比13.5％増の10,629億円で推移した。（保証三社

合計／資料：4頁左） 

                                                       

５．発注者別では、独立行政法人等が前年同期比46％増、市町村4％増、北海道2％増、国2％減となった。（保証三社

合計／資料：4頁右） 

 

６．保証事故は、発生していない。（北海道保証のみ／資料：1頁） 
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Ⅱ 2026 年度第 2 回（2026 年 7月～9月）景況調査結果 
 

１．調査対象企業243社のうち有効回答企業数は227社（有効回答率93.4％）。 

調査対象期間は、実績が7月～9月、見通しが10月～12月。 
 

２．前期（2026年4月～6月）と比較し、「資金繰り」を除き、多くの項目で「悪化」傾向が続いている。 

（資料：5頁）  

 

３．「地元建設業界の景気」は、2019年12月期から「悪い」傾向が続いている。（資料：6頁） 

 

４．「資材の調達」は、底を打った2022年6月期から「困難」傾向が弱まってきている。（資料：7頁） 

 

５.「資材価格」は、2022年6月期を境に「上昇」傾向がやや弱まってきている。（資料：8頁） 

 

６．「建設労働者の確保」は、長期的な「困難」傾向が続いている。（資料：9頁） 

 

７．来期（10月～12月）見通しでは、「資金繰り」を除き、多くの項目で、「悪化」傾向が続く、又は強まる見通 

しとなっている。（資料：5頁）                                                          

 

８．「経営上の問題点（複数回答可）」では、「人手不足」と回答した企業が76.7％を占め、2016年9月期から第1 

位となっている。 第2位は、2017年3月期から 「従業員の高齢化」で53.3％。第3位は、2020年12月期から 

「受注の減少」で31.7％。以下、「資材価格の上昇」が22.5％、「下請の確保難」が20.7％。（資料：10頁） 
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Ⅲ Action Plan 2026 の上半期進捗状況 
 

Plan１ 事業・営業推進 

 （１）保証基盤のデジタル化の推進 

   ○保証証書の電子化に係る発注者の導入拡大と利用促進 

     2026年度上半期における道内工事の電子保証実績は、前払金保証4,050件（全8,338件、利用率48.6％）、

契約保証 722件（全 2,123件、利用率 34.0％）となった。(資料：11頁) 

   ○保証契約者の Web保証申込を促進し、電子的に保証手続を行うための環境整備を進める 

     2026年度上半期における前払金保証の Web保証申込件数割合は、84％に達した。 

   ○前払金の払出方法変更による保証契約者と金融機関双方の負担の軽減 

     保証契約者および金融機関の事務負担を軽減するため、前払金の払出方法の変更を予定しており、2027

年 1月 12日の新方式運用開始に向けた準備・調整を進めている。 

   ○業務の DX化を推進し、社内業務の効率化を図るとともに、保証契約者の利便性を向上させる 

     社内業務のペーパーレス化や電子決裁の導入に向けた検討・システム改修の準備を進めている。 

 

 （２）営業力・組織力の強化 

   ○本社における管理体制の強化、部の新設と支店の新設を含む組織改革の検討 

     組織の新設及び改編について検討している。 

   ○東京支店と東北支店の更なる連携 

     両支店間で定期的に相互研修を実施しており、常に連携して営業活動を行っている。 

   ○DX化を推進し、社内業務の更なる効率化を図る 

     DX推進計画に基づき、各種 ITツール（楽楽精算、クロノス、カオナビ、Sansan等）活用のほか、業務
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用スマートフォンを全役職員に貸与する等、社内業務の効率化に取り組んでいる。 

   ○BCPの強化 

     BCP計画に基づき、安否確認訓練を実施している。 

 

 （３）各種制度導入の推進 

   ○各種制度の環境整備と利用促進を図る（資料：12、13頁） 

    （ⅰ）前払率一律４割・限度額なしへの働きかけ 

      支払限度額を撤廃した市町村は、174市町村（97％）。支払限度額を設定している市町村に対する働き

かけを継続している。 

    （ⅱ）中間前金払制度導入の働きかけ 

      ①中間前払金制度は、上半期に 10 町村が導入し、導入数は 155 市町村（87％）となった。未導入の

町村に対する働きかけを継続している。 

②制度を導入した発注者には、手続が簡単であることを受注者に周知することを要請している。 

未だ利用していない受注者には既利用者の満足度を伝え、制度の利用を勧めている。 

    （ⅲ）地域建設業経営強化融資制度（出来高融資）導入の働きかけ 

      ①品確法運用指針で中間前払金とともに活用を促している地域建設業経営強化融資制度（出来高融資）

は、制度が 2030 年度末まで延長されたことから、北保証サービスと連携して、保証契約者に制度

の活用を提案している。 

②上半期に北広島市が制度を導入し、導入数は 39市町（22％）。未導入の市町村に対する働きかけを 

継続している。 
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   ○国・道その他自治体における証書の電子化の推進に協力するとともに、未導入の自治体への情報提供を行

う 

    （ⅳ）電子保証制度導入の働きかけ 

      上半期に札幌市、函館市、標津町、新篠津村が電子保証を導入し、導入数は 15市町村となった。(資

料：11頁) 

 

Plan２ 建設産業界との共創と発展 

 （１）道内建設担い手確保助成事業 

   ○「道内建設業担い手確保助成事業」（2024～2028 年度までの５ヵ年で１億円）について、５ヵ年事業の３

年目として引き続き実施する 

     「道内建設業担い手確保助成事業」（2024～2028 年度までの５ヵ年で１億円規模）の３年目として、現

時点で 41事業 2,360万円の助成を内定している。 

 

 （２）Instagramによる情報発信 

   ○Instagram等を通じて、建設業の役割・魅力等の情報を社会の関心と理解が深まるよう幅広く発信する 

     北海道建設業協会と連携して、コンテンツの収集を協働して行い、現場見学会やコンストラクション甲

子園事業等の建設業の魅力を市民に理解してもらえるイベントについて、Instagram を活用し、幅広く

情報を発信した。 

 

 （３）事務担当者連絡会 

   ○勉強会、情報交換会等を通じ、保証契約者への情報の提供や更なる関係性強化を図る 

     上半期は 4 月 10 日に釧路で連絡会を開催し、保証契約者との連携および関係性強化を図った。下半期
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においても各地区で順次開催を予定している。 

   ○新たな連絡会の設置を目指す 

     新たに「網走部会」を設立した。これにより道内 6地区（札幌・函館・旭川・網走・帯広・釧路）に設

置された。 

 

 （４）コンストラクション甲子園 

   ○引続きコンストラクション甲子園を通じて、建設業界の担い手対策を支援する 

    ① 地区予選 （2026年 11月 21日（土）開催） 

会場 全道一円を対象とした 10会場 

（札幌／苫小牧／函館／岩見沢／旭川／留萌／稚内／帯広／北見／釧路） 

② 決勝大会 （2027 年 1月 23日（土）開催） 

会場 サッポロファクトリーアトリウム（札幌） 

 

 （５）建設イノベーション・コンソーシアム（CIC） 

   ○北海道の建設業界全体を応援・PRするため、引続き業界横断の広報や Web活動に貢献する 

     24時間テレビ及び TVerに建設業全般を PRする内容の CMを出稿した。 

 

Plan３ 新たな企業風土の創出 

 （１）人材確保の強化 

   ○採用活動の更なる強化と若年層の登用により空白が生じている特定年代層のギャップ解消を目指す 

     採用活動を強化すると共に、若年層の人事計画を見直すことで特定年代層のギャップ解消に取り組んで

いる。 
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   ○多様な雇用形態と更なる福利厚生の充実を目指す 

     更なる福利厚生の充実を目指して各種規程を見直している。 

 

 （２）職員の業務能力向上 

   ○AI活用や外部研修の実施などでスキルアップと業務効率化を目指す 

     生成 AIの試行導入に向けた規程の整備について検討している。 

   ○新人社員に対するメンター制度を導入する 

     メンター制度を試行的に導入した。 

 

 （３）多様な働き方の推進 

   ○在宅勤務、勤務時間短縮、テレワーク・フリーアドレス等の職場環境整備を目指す 

     本社移転時のテレワーク・フリーアドレス等の実現に向けた検討している。 

 

 （４）厚生労働省等の各種認定の取得・認定維持 

   ○今後は認定維持を目指し、やりがいがあり働きやすい職場環境の継続に取り組む 

     ユースエール認定の取得後、さらに働きやすい職場環境の継続に取り組むため、くるみん認定の取得に

向けて一般事業主行動計画を策定した。 

 

 （５）様々な取り組みにチャレンジ 

   ○新たな企業風土の創出を目指し、更なる取り組みにチャレンジする 

     ビジネスカジュアルの導入及び名刺デザインの刷新に加え、新たな企業風土を創出するためのチャレン

ジ規程の策定を検討している。 
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証書の電子化

１．道内工事 発注者別電子保証実績（前払金保証） ２．道内工事 発注者別電子保証実績（契約保証）

電子(件) 全体(件) 利用率(%) 電子(件) 全体(件) 利用率(%) 電子(件) 全体(件) 利用率(%) 電子(件) 全体(件) 利用率(%)

国 1,799 2,303 78.1 1,514 1,751 86.5 国 431 584 73.8 256 322 79.5

独立行政法人等 14 153 9.2 15 122 12.3 独立行政法人等 7 29 24.1 6 18 33.3

北 海 道 3,007 4,336 69.3 2,118 2,787 76.0 北 海 道 444 788 56.3 277 443 62.5

道 内 市 町 村 207 4,497 4.6 398 3,541 11.2 道 内 市 町 村 101 1,554 6.5 174 1,277 13.6

地 方 公 社 0 16 0.0 0 9 0.0 地 方 公 社 0 2 0.0 0 3 0.0

そ の 他 5 200 2.5 5 128 3.9 そ の 他 7 72 9.7 9 60 15.0

合 計 5,032 11,505 43.7 4,050 8,338 48.6 合 計 990 3,029 32.7 722 2,123 34.0

３．道内発注者の電子保証の導入状況（2026年9月末現在）

【参考】既に電子保証を導入してる主な道内工事発注者

国土交通省北海道開発局、北海道防衛局、北海道森林管理局森林管理署、北海道、北海道警察、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、

独立行政法人都市再生機構、東日本高速道路株式会社

地 方 公 社 北海道農業公社

そ の 他 十勝中部広域水道企業団、十勝圏複合事務組合、釧路公立大学、苫小牧港管理組合

※赤字は2026年度に導入した発注者

発注者区分 発注者名（導入順）

独 立 行 政 法 人 等 釧路工業高等専門学校、北海道大学、旭川工業高等専門学校

市 町 村
北広島市、帯広市、小清水町、釧路市、岩内町、苫小牧市、岩見沢市、旭川市、浜中町、中標津町、鹿追町、
札幌市、函館市、新篠津村、標津町

2026年度 (9月末現在)
発注者区分

2025年度 2026年度 (9月末現在)
発注者区分

2025年度
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